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ＥＡＮと欧米諸国との軋轢を生んできた。ミャンマーでは、一九八九年に国軍が民主化運動を弾圧して以降、二〇年 わたって軍政が続いており、軍事政権は民主化勢力との対話を拒むなど民主化への取り組みは停滞している。軍事政権による市民の弾圧も断続的に続いており、深刻な人権侵害が発 いることに対 て国際社会から強い批判が出されている。
ＡＳＥＡＮも、二〇〇三年六月の定例外相会議以降、ミャンマー
の国内情勢に対する懸念を継続的に表明している（参考文献②） 。すなわち、 ＡＳＥＡＮは、 外相会議の共同声明のなか 、 ミャンマーに対して民主化 力との対話を含む国民和解 主義体制への移行を求めるようになった。二〇〇五年の外相会議 は、他の加盟国からの圧力を受けて、ミャンマー 外相会議の議長国を辞退することとなった。二〇〇七年には、ミャンマーで僧侶を中心としたデモが発生し、デモに参加した市民が軍事 権による弾圧を受けたことに対し、ＡＳＥＡＮは憂慮の念を表明している（参考文献③）
このようなＡＳＥＡＮの取り組みには、ＡＳＥＡＮが民主主義の



















ＡＳＥＡＮの新しい原則として法 支配、グッドガバナンス、人権保護、 民主主義や立憲政府の原則が掲げられた（序文、 第二条） （参考文献⑤） 。
ＡＳＥＡＮ加盟国の政治体制は、インドネシア、フィリピン、タ
イといった民主主義国から、共産主義体制や軍政など非民主主義体制をとるラオス、ミャンマー、ベトナムといった国まで様々である。民主主義体制ではない加盟 が含まれるにもかかわらず、ＡＳＥＡＮ諸国が民主主義の重視を打ち出すことで合意したのは、ＡＳＥＡＮの対外的イメージの向上を狙った であ 。国際社会において民主主義の理念は定着しつつあり、国際機構や地域機構が民主主義の理念を原則にするこ は一般的になりつつある。ＡＳＥＡＮ諸国は、国際標準となった 理念 組織の原則 して採用することで、ひとまずＡＳＥＡＮが「立派 」地域機構であることをアピールしたかったと考えられる。
また、ＡＳＥＡＮ外相会議がミャンマーに民主化を求めることに
ついて、一加盟国であるミャンマーが内政干渉だとして明示的に異を唱えないのは、ＡＳＥＡ 域外からの民 化圧力を無視することは政権を維持していく上 得策では いと考えているからである。実際、ミャンマーは、民主化に向けたロードマップを提示し、国際連合代表の訪問を受けるなど民主化の取り組みをアピールして る。
このようにＡＳＥＡＮは 内政不干渉原則を基本としつつも、



































二〇〇四年にビエンチャンで開催された首脳会議に提出されたＡＳＥＡＮ共同体実現 ための行動計画においてである（ 「ビエンチャン行動計画」 ） 。ここでは、安全保障共同体の目標である「公正で民主的かつ調和的な環境」を作る一環として、ＡＳＥＡＮは加盟国の政治発展を目指すことが謳われた（参考文献⑥） 。具体的 は、民主的制度や国民参加（
popular participation ）の強化、法の支配
の徹底、グッドガバナンスの促進、汚職防止、人権保護などに取り組むというものである。「市民重視のＡＳＥＡＮ」の実現は、憲章に明記された目標のひとつである。憲章では、ＡＳＥＡＮは、社会の全ての人々がＡＳＥＡＮの共同体構築に参加し、その恩恵を受ける「市民重視のＡＳＥＡＮ」を追求す ことが明記された こ でいう「市民重視のＡＳＥＡＮ」とは、ＡＳＥＡＮが社会開発を重視することなど様々な側面を含むと考えられるが、本稿 活動に が加することを促すという意味に限定する。憲章に明記されたこの目標も、すでにビエンチャン行動計画のな











































が平和に共存すること」というように表現 修正されている。このことは、ＡＳＥＡＮが組織の目的として 間の平和共存だけなく、市民（あるいは加盟諸国民）間の平和共存も視野 入れるようになったことを意味している。
憲章の方針を取り入れ、ビエンチャン行動計画をさらに具体化し







加盟国の政治システム（以下の内容から、 「政治制度」と言い換えて差し支えないと考える） 、文化、歴史への相互理解を促進することや、情報の自由化 組むこと、法の支配や司法制度を強化すること、グッドガバナン を推進すること、人権保護や汚職撲滅に取り組むこと、教育 場で民主主義の理念を浸透 せることなどが含まれている。
一般的に民主主義体制とは、自由で公正な選挙の実施などの政治
的自由や、表現の自由などの市民的自由が保障された政治体制をさす。右に列挙した協力項目から判断すると、青写真は民主主義の重要性を強調するものの、 で公正な選挙の実施など民主主義体制を実現 るための諸要素に明示的には触れていない。一方、明示的な活動計画である法による支配の徹底や汚職撲滅、司法制度の強は、民主的制度と深く関係 が、基本的には各国の統治機能を強化する対策と捉えられ 。したがって 青写真における政治発展の協力とは（一）各国の政治制度に関する対話を促進 こと、および（二）統治機能の強化を目指すことであると解釈でき 。
民主主義や民主化と政治発展との関係について青写真が曖昧な記












及したのはこの一文だけである。この活動が加盟国に選挙監視の実施を促す取り組みであると解釈 のは若干無理がある。しかしながら、選挙監視に言及したことは、公正で自由 選挙の実施に努めていこうという意思のあらわれ みることもできる。各国 政治制度に関する相互理解 一環とはいうものの、これらふたつの活動は各国の政治制度に民主主義を浸透させる試みであ と考えられる。
この点と密接に関連するのは、青写真が加盟国間の情報自由化と





























である。セミナー外交と 外交官や公務員 学者、専門家などが参加するあらゆる形態の多国間外交を指し、政治対話や国際協力の促進、紛争処理 共通の価値や規範を構築していくメカニズムである（参考文献⑦） 。セミナー は、既存 価値や規範、制度を学ぶという意味で、新規に参入する人々にとっては教育的な場を提供するものといえる。最終的な目標は、セミナーに参加した政策担当者が、セミナーで共有され、構築された価値やアイデアをその国の政治体制に反映させることにある。ＯＳＣＥ セミナー外交は、冷戦後に民主化を進めていた旧ソ連圏 国家に対し、民主的な政治制度の導入を助け 役割を担った●市民参加型ＡＳＥＡＮの実現に向けて
青写真は、学界、シンクタンク、民間セクター、市民社会団体な







たさまざまな取り組みを行おうとし い 。その一部 は、各国の政治制度に関して意見を交換し、民主主義の理念の浸透を目指 活動がみられる。これらの活動は、ＡＳＥＡＮの かの民主主義国が、非民主主義国に一定の配慮をしつつもこれらの国に民主化を求めていこうと考え 結果である。また、統治機能 強化については、必ずしも民主化を前提としないため、こ 取り組みと民主主義と 関係は曖昧である。民主主義国はこれを民主的制度 機能強化と捉える一方、こうした取り組み 非民主主義の加盟国がどのように参画していくかが注目される。
一方、市民参加型ＡＳＥＡＮを実現しようとする取り組みは最初
の一歩を踏み出したばかりである。市民社会団体 今後ますます活発にな と予想されるが、ＡＳＥＡＮ加盟国 民主化なしに真の市民参加型ＡＳＥＡＮを実現す には限界が
青写真で示された活動計画が着実に実行されるかどうかは加盟国
における民主化の進展が大きなカギを握 こと いうまでもない。ＡＳＥＡＮ内の非民主主義国のあいだ は、ＡＳＥＡＮがや人権保護を掲げること自体にも反発 根強いため、これらの国が民主主義や人権の理念を定着させる活動に積極的に参画するかどう
に市民がＡＳＥＡＮの活動に積極的に参画している領域もある。それは人権問題である。
ＡＳＥＡＮが人権問題を取り扱うことに関しては、ＡＳＥＡＮ内













































原則の取り扱いは変化している。第二協和宣言やビエンチャン行動計画、憲章には、ＡＳＥＡＮの原則として内政不干渉原則が明記されているが、青写真に 内政不干渉原則という表現は見あたらない。青写真も全加盟国が合意した文書であるこ をふまえれば、こ 変化は、ＡＳＥＡＮ諸国が内政不干渉原則を適用する範囲をますます狭めていくことで合意するよう なったといえるかもしれない。
また、民主主義に関して加盟国間の相互理解を促進することや、
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⑧
  鈴木早苗「ＡＳＥＡＮ憲章の策定
―
第一三回首脳会議における
憲章署名までの道のり」 　『アジ研 　ワールド・トレンド』第一五〇号。二〇〇八年三月号。
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node/131 　二〇〇九年六月一日ダウンロード）
⑩
  詳細は、ＡＳＥＡＮ人権メカニズムに関する作業部会のホームページを参照。 （
http://aseanhrm
ech.org 　二〇〇九年六月一日ダウ
ンロード）
